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令和４年度 

高浜市財務書類 
◇統一的な基準 

令和６年４月 

高浜市 総務部財務グループ 
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令和４年度「統一的な基準」による財務書類の公表について 

 

地方公会計の整備については、地方の資産・債務改革の一環として「新地方公

会計制度の整備」が位置づけられ、「新地方公会計制度研究会報告書〔平成１８

年５月総務省〕」で財務諸表の作成モデルが示されました。一つは「基準モデル」、

もうひとつが「総務省方式改訂モデル」で、本市は、より民間の財務諸表に近い

「基準モデル」を採用し、平成 21年度（平成２0年度決算）より、毎年、貸借

対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書のいわゆる財務

書類４表を作成し、公表してきました。 

 現在では、多くの地方公共団体が財務書類の作成・公表に取り組んでいますが、

財務書類の作成方式が「基準モデル」のほか、「総務省方式改訂モデル」など複

数存在し、団体間での比較が困難などの課題がありました。 

このため総務省では、平成２７年１月に「統一的な基準による地方公会計の整

備促進について〔総務大臣通知〕」を示し、原則として平成２７年度から２９年

度までの３年間で、全ての地方公共団体において「統一的な基準」による財務書

類等を作成するよう、要請がなされました。 

これを受け、本市では、平成２８年度に「統一的な基準」による財務書類作成

のための公会計システムの整備を行い、平成２７年度決算分から、「統一的な基

準」による財務書類４表（貸借対照表・行政コスト計算書・純資産変動計算書・

資金収支計算書）を作成し、公表することとしました。 

 平成２８年度決算分からは、全ての自治体が統一的な基準に基づき財務書類

４表を作成しましたので、高浜市の連結先を含めた「連結財務書類」を新たに作

成し、公表することとしました。 
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令和４年度決算の財務書類４表は、一般会計等、全体財務書類、連結財務書

類の３種類を作成しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象とする会計の範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地開発公社 

高浜市総合サービス株式会社 

衣浦東部広域連合 

衣浦衛生組合 

愛知県後期高齢者医療広域連合 

連結財務書類 

 

 

 

 

国民健康保険事業特別会計 

公共駐車場事業特別会計 

介護保険特別会計 

（保険事業勘定） 

（介護サービス事業勘定） 

後期高齢者医療特別会計 

下水道事業会計   

水道事業会計 

全体財務書類 

一般会計 

土地取得費特別会計 

一般会計等 
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■令和 4 年度 高浜市財務書類４表 

（１）貸借対照表（令和 5 年 3 月 31 日） 

    貸借対照表とは、基準日時点における財政状態（資産、負債、純資産の

残高）を明らかにするものです。           

(単位：百万円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会計年度末の保有財産（資産）を左側に、それらの資産の取得財源（負債

及び純資産）を右側に記載した財務書類です。 

資 産：学校、公園、道路など将来の世代に引き継ぐ社会資本や基金な

ど将来現金化することが可能な資産 

負 債：地方債や退職手当引当金など将来世代の負担となるもの 

純資産：過去の世代や国や県などが負担した将来返済しなくてよい資産 

 

本市の一般会計等における資産の合計は６０８億円で、そのうち固定資産は

５７８億円で、９５．１％を占めています。固定資産の内訳では、学校などの

事業用資産が３７２億円、道路などのインフラ資産が１６１億円となっていま

す。また、流動資産は３０億円で、主なものは、基金の１８億円、現金預金の

１１億円です。 

一方、負債の合計は１１７億円で、そのうち固定負債は１０３億円で８８．

４％を占め、主なものは、地方債の８２億円、退職手当引当金の 1５億円で

す。 

貸借対照表から分かること社

会保障給付等の移転費用に区

分して表示するとともに、こ

れらの行政サービスに対する

財源として、使用料・手数料

などの経常収益を表示してい

ます。また、資産の除却な

ど、経常的でない臨時の損益

を表示しています。 

 

一般会計等 全　　体 連　　結 一般会計等 全　　体 連　　結
１．固定資産 57,789 78,846 83,477 １．固定負債 10,319 23,544 25,480

有形固定資産 53,914 74,895 79,022 地方債 8,158 15,413 17,156
事業用資産 37,204 37,573 40,119 長期未払金 - - -
インフラ資産 16,119 36,059 36,059 退職手当引当金 1,546 1,640 2,032
物品 591 1,263 2,843 損失補償等引当金 203 203 -

無形固定資産 110 1,236 1,237 その他 412 6,288 6,292
投資その他の資産 3,765 2,715 3,218 ２．流動負債 1,360 2,432 2,759

２．流動資産 3,008 5,198 6,286 974 1,535 1,728
現金預金 1,118 2,971 3,563 未払金 - 460 533
未収金（一般・全体端数調整+１）78 349 411 未払費用 - - -
短期貸付金 12 12 12 前受金 - - 1
基金 1,809 1,809 1,818 前受収益 - - -
棚卸資産 - 3 427 賞与等引当金 138 156 210
その他 - 75 76 預り金 195 228 233
徴収不能引当金 △ 9 △ 21 △ 21 その他 53 53 54

負債合計 11,679 25,976 28,239

純資産合計 49,118 58,068 61,524

資産合計 60,797 84,044 89,763 60,797 84,044 89,763負債及び純資産合計

１年内償還予定地方債

　　　　　　　　資産の部 　　　　　　　　負債の部

　　　　　　　純資産の部
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（２）行政コスト計算書 
（令和 4 年 4 月 1 日から令和 5 年 3 月 31 日） 

     行政コスト計算書とは、会計期間中の費用、収益の取引高を明らかに

するものです。                 (単位：百万円)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の一般会計等における純行政コストは１５７億円です。 

経常費用の内訳では、市が直接的にサービスを提供する業務費用は８１億円

（構成比４９．８%）で、間接的にサービスを提供する移転費用は８２億円

（構成比５０．２％）となっています。業務費用の内訳では、減価償却費であ

る 1４億円を含む物件費等が５７億円、人件費が２１億円で大部分を占めてい

ます。また、移転費用では、社会保障給付が３８億円、補助金等が３５億円と

なっています。 

一方、行政サービス利用の対価として、市民の皆さまが負担する使用料・手

数料や財産貸付収入などの経常収益は 5億円です。なお、経常収益には、市税

などの一般財源や国・県補助金などの移転収入は含まれていません。 

行政コスト計算書から分かること社

会保障給付等の移転費用に区分して

表示するとともに、これらの行政サ

ービスに対する財源として、使用

料・手数料などの経常収益を表示し

ています。また、資産の除却など、

経常的でない臨時の損益を表示して

います。 

 

人 件 費：職員給与や議員報酬、退職給付費用など 

物件費等：備品購入費や消耗品費、委託料、施設等の維持補修にかかる経

費、減価償却費（社会資本の経年劣化等に伴う減少額）など 

その他の業務費用：市債償還の利子など 

移転費用：各種団体への補助金や児童手当、生活保護費などの社会保障経費 

臨時損失：資産の除却などにより生じた損失 

 

一般会計等 全　　体 連　　結

１．経常費用 16,207 23,537 27,468
業務費用 8,073 9,829 11,581

人件費 2,136 2,354 3,288
物件費等 5,685 6,999 7,657
その他の業務費用 252 476 636

移転費用 8,134 13,708 15,887
補助金等 3,477 4,988 2,887
社会保障給付 3,809 8,718 12,974
他会計への繰出金 847 - -
その他 1 3 25

２．経常収益 543 1,701 2,015
使用料及び手数料 138 1,251 1,330
その他 405 450 685

純経常行政コスト（１－２＝Ａ） 15,664 21,836 25,453

３．臨時損失 81 81 52
４．臨時利益 2 2 2

純行政コスト（Ａ＋３－４） 15,743 21,915 25,503

科　　目
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税収等：市税、分担金、負担金など 

資産評価差額：有価証券などの評価差額 

無償所管換等：無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額など 

固定資産の調査判明による増加や誤記載による減少を含む 

 

（３）純資産変動計算書 
（令和 4 年 4 月 1 日から令和 5 年 3 月 31 日） 

    純資産変動計算書とは、会計期間中の純資産の変動を明らかにしたも

のです。             

         (単位：百万円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の一般会計等における本年度末の純資産残高は、４９1億円と前年度末

に比べて、１億円増加しています。これは、「本年度差額」がプラス約１億７

千万円となったことによるものです。「本年度差額」のプラスは、当年度の財

源（税収等、国県等補助金）が当年度の行政サービス提供にかかったコスト

（純行政コスト）を上回ったことを表しています。また、純行政コストには、

減価償却費（社会資本の経年劣化等に伴う減少額）１４億円をはじめとする現

金支出を伴わないコストが含まれていますので、その内容に留意する必要があ

ります。 
 

純資産変動計算書から分かること社

会保障給付等の移転費用に区分して

表示するとともに、これらの行政サ

ービスに対する財源として、使用

料・手数料などの経常収益を表示し

ています。また、資産の除却など、

経常的でない臨時の損益を表示して

います。 

 

一般会計等 全　　体 連　　結

前年度末純資産残高 48,953 57,898 61,426

１．純行政コスト（△） △ 15,743 △ 21,915 △ 25,503

２．財源 15,908 22,079 25,614
税収等 11,234 13,995 13,995
国県等補助金 4,674 8,084 11,619

本年度差額（１＋２＝Ａ） 165 164 111

３．資産評価差額 - - 0

４．無償所管換等 0 0 △ 5
５．その他 - 6 △ 8

本年度純資産変動額（Ａ＋３＋４＋５） 165 170 98

本年度末純資産残高 49,118 58,068 61,524

科　　目
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（４）資金収支計算書 
（令和 4 年 4 月 1 日から令和 5 年 3 月 31 日） 

    資金収支計算書とは、会計期間中の資金収支の状態を明らかにするも

のです。                      (単位：百万円) 

 

 

 

 

 

一般会計等 全　　体 連　　結

１．業務活動収支 1,288 1,777 1,941
業務支出 14,815 21,510 25,184

業務費用支出 6,530 7,639 9,135
移転費用支出 8,286 13,871 16,049

業務収入 16,148 23,332 27,170
税収等収入 11,232 13,897 13,897
国県等補助金収入 4,373 7,702 11,232
使用料及び手数料収入 138 1,283 1,362
その他の収入 404 450 679

臨時支出 47 47 47
災害復旧事業費支出 27 27 27
その他の支出 20 20 20

臨時収入 2 2 2

２．投資活動収支 △ 848 △ 1,160 △ 1,254
投資活動支出 1,518 2,076 2,174

公共施設等整備費支出 940 1,874 1,962
基金積立金支出 113 137 147
投資及び出資金支出 400 - -
貸付金支出 65 65 65
その他の支出 - - -

投資活動収入 670 916 920
国県等補助金収入 301 449 453
基金取崩収入 292 292 292
貸付金元金回収収入 77 77 77
資産売却収入 - - 0
その他の収入 - 98 98

３．財務活動収支 △ 501 △ 601 △ 689
財務活動支出 992 1,568 2,094

地方債償還支出 939 1,515 2,040
その他の支出 53 53 54

財務活動収入 491 967 1,405
地方債発行収入 491 967 1,405
その他の収入 - - -

△ 61 16 △ 2

983 2,760 3,375

- - △ 7

923 2,776 3,366

科　　目

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高

比例連結割合変更に伴う差額

業務活動収支：「投資活動」「財務活動」以外の行政活動に係る収支 

投資活動収支：固定資産の取得・売却や基金の積立・取崩などに係る収支 

財務活動収支：地方債の発行、償還などに係る収支 

ビスなど、資産形成につながらない行政サービスに要したコストを人件費、

物件費等の業務費用、補助金、社会保障給付等の移転費用に区分して表示す

るとともに、これらの行政サービスに対する財源として、使用料・手数料な

どの経常収益を表示しています。また、資産の除却など、経常的でない臨時

の損益を表示しています。 
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本市の一般会計等における資金収支は、業務活動収支はプラスの１３億

円、投資活動収支はマイナスの 8億円、財務活動収支はマイナスの 5億円

で、本年度の資金収支トータルは、マイナス６千万円となっています。結果

として、本年度末資金残高は９億円となりました。 

 内訳をみると、業務活動収支のプラス１３億円の範囲内で投資活動を行っ

ていますが、財政運営の都合上、2億円（基金積立金支出-基金取崩収入）を

基金から取り崩さざるを得なかった点は留意すべき内容です。 

 財務活動収支においては、地方債の償還が借入れを上回りマイナスとなっ

ており、プライマリーバランスもプラスとなっています。 

 

※ プライマリーバランス ＝ 業務活動収支  ＋  投資活動収支 

               （支払利息支出を除く）   （基金積立支出及び取崩収入を除く） 

資金収支計算書から分かること社

会保障給付等の移転費用に区分し

て表示するとともに、これらの行

政サービスに対する財源として、

使用料・手数料などの経常収益を

表示しています。また、資産の除

却など、経常的でない臨時の損益

を表示しています。 
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（５）財務書類４表（一般会計等）から分かること 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資産、負債、純行政コストについて、年度末における人口で割り返した指標で

す。 

項 目 Ｒ４年度 Ｒ３年度 差 額 

資 産 １２４万円 １２４万円 ― 

負 債   ２４万円   ２５万円 △１万円 

純行政コスト   ３２万円   ３３万円 △１万円 

 

→資産は前年度と同様となりました。インフラ資産において減価償却費が投資額

を上回り、５億円減少しているものの、投資その他の資産において、下水道事業

への出資により出資金が４億円増加したことが主な理由としてあげられます。 

負債は前年度より 1万円減少しました。これは地方債の償還が進み、固定負

債・流動負債合わせて４.５億円減少したことが主な理由としてあげられます。 

また、純行政コストは前年度より１万円減少しました。これは補助金において

子育て世帯への臨時特別給付金６.４億円が減少したことが要因です。今後も、引

続き効率的な行政運営が求められます。 

 

１．市民１人当たりの資産と負債、純行政コスト

社会保障給付等の移転費用に区分して表示すると

ともに、これらの行政サービスに対する財源とし

て、使用料・手数料などの経常収益を表示してい

ます。また、資産の除却など、経常的でない臨時

の損益を表示しています。 

 

 

有形固定資産について、耐用年数に対して資産の取得からどの程度償却が経過

しているかを表す指標です。 

①有形固定資産のうち償却資産（建物、工作物、物品など）のみ 

償却資産のみ 減価償却率 減価償却累計額 取得価額 

Ｒ４年度 66.9% 442億 2,555万円 660億 9,905万円 

Ｒ３年度 65.7% 429億 1,776万円 653億 4,547万円 

 

②学校や公民館などの事業用資産のうち、建物のみ 

事業用資産のみ 減価償却率 減価償却累計額 取得価額 

Ｒ４年度 51.8% 145億 0,695万円 281億 1,873万円 

Ｒ３年度 50.8% 139億 2,265万円 274億 6,263万円 

 

→前年度より減価償却率が上がっています。事業用資産だけでみると施設の集

約・複合化による建て替えや庁舎のオペレーティングリースでの運営により減価

償却率は低いものの、インフラ資産の減価償却率は高く、取得年月日が古いこと

が主な理由としてあげられます。今まで以上に施設の更新に対する計画的な対策

が必要な状況です。 

 

２．有形固定資産（償却資産）減価償却率〔減価償却累計額／取得価額〕

社会保障給付等の移転費用に区分して表示するとともに、これらの行政サ

ービスに対する財源として、使用料・手数料などの経常収益を表示してい

ます。また、資産の除却など、経常的でない臨時の損益を表示していま

す。 
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総資産のうち、返済義務のない純資産がどれくらいかの割合を表した指標

です。 
 

 Ｒ4年度 Ｒ3年度 

純資産比率 80.8% 80.1% 

 

→前年度に比べて純資産比率が 0.7%増加しました。これは、地方債の償還

が進み、地方債の借入が前年度に比べ、減少したことが主な要因となってい

ます。 

３．純資産比率〔純資産／総資産〕社

会保障給付等の移転費用に区分して表示

するとともに、これらの行政サービスに

対する財源として、使用料・手数料など

の経常収益を表示しています。また、資

産の除却など、経常的でない臨時の損益

を表示しています。 

 

 

 平成 29年度（平成 28年度決算）より、全ての地方公共団体において

「統一的な基準」による財務書類が作成されています。 

財務書類の各種指標について、他団体との比較が可能となっていますの

で、比較を行うことで、本市の財政状況の特徴や課題を明らかにし、さら

なる財政の健全化に努めてまいります。 

 

地方債の償還は進んでいますが、更新が間近な資産が多く、将来世代の

負担比率が高い傾向があるため、純資産の増加に努めてまいります。 

 

 

 

 

今後についてと

ともに、これら

の行政サービス

に対する財源と

して、使用料・

手数料などの経

常収益を表示し

ています。ま

た、資産の除却

など、経常的で

ない臨時の損益

を表示していま

す。 

 


